
会泊-..

音崎

第 109巻第4・5・6号

哀辞

故高田保馬名誉教授遺影および略歴

経済発展における軍需生産の役割について… 木原正雄

社会資本と資本蓄積 ・ー・・… ・………・・・池 上 惇 25 

ドイツ国民経済会議における自由貿易・・ー ー藤本建夫 42 

コンビナートの企業構造ー ーー・ 2 司ーー下谷政弘 59 

世界市場と世界経済… ー…...・ a・・・・…....…関 下 稔 83 

書 評

5 コトグロープ， Jダンハム， C ヴアンプルー著

「生産性交渉と職務拡大のケース・スタデイ 1
1971年・ ....・H ・..…・・…目'・…....・H ・....赤岡 功 1田

昭和47年4・5・6月

東郡式事経持事奮



(423) 1 

経済発展における軍需生産の役割について

木原正雄

はじめに

わが国の軍需生産は，敗戦により， i降伏後ニ於ケノレ米国ノ初期ノ対日方針 l

(1945年 9月22日戸により，禁止きれることになった。その究極の目的は i日

本ガ再ピ米国ノ脅威トナリ又ハ世界ノ平和及安全ノ脅威トナラザノレコトヲ確実

ユスルコト」幻にあった。このため i日本軍事力ノ現存経済基礎ハ破壊セラ

レ且再興ヲ許与セヲ νザノレヲ要ス」ヨ〉として，実施さるべきつぎのような内容

の「経済上の非軍事化」措置がしめされた。

「軍隊文ハ軍事施設ノ設備，維持又ハ使用ヲ目的トスルー切ノ物資ノ生産ノ即時停

止及将来ニ於ケル禁止

海軍艦船及一切ノ型式ノ航空機ヲ含ム軍用器材ノ生産又ハ修理ノ;為ノ一切ノ専門的

施設ノ禁止

隠蔽文ハ擬装セラレタル軍備ヲ防止スノレ為日本国ノ経済活動=於ケル特定部門ニ対

スノレ監察官理制度ノ設置

日本国リ其ノ価値ガ主 t.vテ戦争準備ニ在ノレガ如キ特定産業文ハ生産部門ノ除

去

戦争遂行力ノ増進ニ指向セラレタル専門的研究及教育ノ禁止

将来ノ平和的需要ノ限度ニ日本重工業ノ規模及性格ヲ制限スルコト

非軍事化目的ノ達成ニ必要ナノレ範囲ニ日本国商船ヲ制限スルコトY

1) i降伏後ニ於ケル米国ノ初期白対日方針'J(19，括年9月22日)， i日本占領及び管理重要文書集」
第 1巻，基本篇に所収-

2) 同上「立書集J92ベ :/0 

3) 向上「文書集.J100ベ ジ目

的同上「文書集.J102ベータ.
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しかしながら，以上の措置は，なにひとつ実施されないばかりか，逆に， 日

本を軍事的・経済的基地とし，日本を米国の軍事動員P計直の対象に組入れ，利

用するため，日本の「経済復興」を促進し，米国にとって安全な商品市場，資

本輸出市場とするため日本の「経済自立」化政策(米国にとっては金田かからない，

日本の「自力J=目前によ。米国市場化政策Jが実施され，同時にまた，軍事力拡充

政策がとられてきたの。

その結果，禁止されたはずの，軍隊である自衛隊，軍事施設の装備，維持ま

たは使用を目的とする一切の物資が現在生産されている。 海軍(=海上自衛隊〉

艦船お上びジ z ヅト機をふ〈む一切の型式の航空機をふ〈む軍用器材の生産ほ

復活し，修理のための一切の専門的施設〔横須賀などの艦艇修理施設〕も現存する。

隠蔽または擬装された軍備〔自衛隊という名の軍隊一一陸海空3軍一一〉は， すで

に世界的水準にたっし，自衛隊用の兵器，その他の装備類を生産する特定産業

または生産部門は，監察すべきはずの米国よりの特需=軍需発注，あるいはま

た軍事技術〔戦闘機，ミサイノレ，その他兵器生産のための技術〕の導入などにより，

積極的に育成され，拡大されている。平和的需要の限度に制限されるはずであ

った日本経済の規模は， GNPの点で， すでに， 世界第2位の規模〔ソ連をの

ぞく〉にたっし，船舶保有量も， 非軍事化の目的の達成に必要な範囲をはるか

にこえ，日本の経済的進出は，発展途上国のみならず，発達した資本主義国に

とっても，好ましくない事態をひきおこす原因になっている。

戦力の保持を禁止した ï~本国憲法」第 9 条とは相反し，現在のわが国には，

陸海空 3軍が存在し i擬装セラレタノレ」寧隊=自衛隊の必要とする軍需品は，

ほとんどすべて生産されてu、る旬。 この ζ とは， 否定することのできない事実

5) 木原正昨，戦後わが国の「経世計岡」の背景.r怪背論叢」第四巻第3号，昭和41年 9月事関-
6) rほとんどすべて」というのは，核弾頭t使用できるミサイル兵器(たとえば，ナイキ ハー
キュリーズ〉などもふ〈札樟瞳頭以外のすべでの兵器2こいう宜障であるe もっとも被爆弾の生
産ι技術的にはすでに可能であり，ただ費用り点と政治的な配慮が，その生産の着手をおくら
せているだけである q なお，職撞わが国の軍需生産の重要な特轍の 1つは，技柵的には，重要な
点で(とくにジェット エンジン，電子機器，航空機・ミサイノレ用合金類など)， ほとんど米国
の軍事技柵に依存していると止である.
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である。戦後わが国の経済の分析，と〈に「高度成長」出原因を解明するうえ

で，この事実を無視することはできないn もし無視するならば，諸要因のたん

なる効果分析のみにおわる経済技術論に帰してしまうであろう。

I 

現在，わが国の軍需生産は，すでに確立され，再生産過程における重要な構

成部分となり，今後のわが国経済の動向を規定する要因とさえなっている。

しかしながら，戦後わが国における軍需生産の位置づけ，その役割について

は，過少評価のみならず，おおくの混乱がみられる。周知のように，戦後にお

ける軍需生産は，朝鮮戦争を契機に，米軍特需を媒介として，機械工業四復興

をきそに再開された。このことは，第 1部門の優先的発展を保障する，戦後に

おける再生産過程の復興・確立を意味する。同時に，軍事力もまた，警察予備

隊という，擬装された軍隊として，憲法第9条を否定し，それ島体自主性のな

い，また確たる軍事政策もないままに，つくられた。その後軍事力は，それを

防衛力と名づけ上うと名づけまいと，着実に強化され，すでに現在では，世界

でも有数の軍事力をもっ固となっている宅

戦後における軍事力強化の特徴の 1つは，軍事力の強化が i経済計画」と

併行し策定された「防衛力整備計画」にもとづき，すすめられてきたことであ

る。わか国の軍隊が，警察予備隊として発足した当初には，軍隊の装備は，す

べて米軍の供与によるものであった。その後特需を契機に，機械工業の再建を

基礎に， 装備品などの園内生産態勢(重要な技術はすべて米国からの導入により〕

が急速に整備された。

軍事力の再建は，米占領軍の手によっておこなわれたとはいえ，その後の強

化は，いくつかの固にみられるように，他国の「援助」のみによるものとは，

基本的にことなっている九すなわち，わが国のばあい，草事力増強の物質的

7) すでに195恒手には，米軍特需による銃砲弾白生産が再開され" 1951年には，軍用通信ー電子機
器の国産北が決定された。 1952年には航空機工業が再発足している。 1953年度から，旧海軍艦政
本部の技術者を中心にした船舶設計協会が設立され，艦艇白建造がはじめられたe
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E第 1表 コ 各 年 度 品 目 別

羽田川 31!32 岡担 l35!36

金額 1% 金額LI¥金額i%金額 1時 金額|枯金額 1出金額 1%

武 器 6.7. 2.8 11.9 3.4 17.3 4.4 17.7 3.9 35.7 6.4 67.8 12.6 66.1 5.5 伝9.111.7 

電気 通信 19.7 8.2 4.6.5 13.3 23.9 60 58.5 12.9 43.3 7.8 62.1 11. 5 92.9 77 83.6 14.1 

壊 品 12.1E 19.2 5 9.3 2.4. 8.9 2.0 10.8 19 14.0 2.6 17.1 15 10.7 18 

織 維 27.011.3 38.1 10.9 21. 6 5.5 21. 1 4.6 2.5 4.6 23.8 4.4 23.7 2. .0 23.0 3.9 

皮 卒 4 1.9 色 1 5 1 5.7 1. 3 4.2 。8 5.8 1.1 5.2 0.3 10.8 1.8 

化学衛生 1.5 。.6 1.8 0.5 1.2 0.3 1.2 0.2 1.2 。2 1.0 0.2 1.1 47 0.8 

糧 食 18 0.9 2.8 0.8 2.5 0.6 2.6 0.6 2 05 3.1 0.6. 3.1 3.3 且5

燃 料 30.512.7 39.8 11.4' 50.9 12.9 57.8 12.7 83.9 15，1 80.3 14.9 87.8 7.3 96.3 16.2 

機 械 9.6 4.0 25.5 7.3 17.7 4.5 9.5 2.1 7.71 14 a 1 5. 1 0.2 8.4 1.4 

船 舶 92.238.5 63.3 18. 2 83.1 21. 1 71. 3 15.7 30.3 14.5 81.5 15.1 51. 7 4.3 52.2 8.8 

航空機 20.0 8.3 69.4 19.9 151. 9 38.4 176.6 8-9 矢島，!'i942.5 175.2 '32.6 836.6 ~9. 2 197.5 3.3 

車 両 14.05.8 24.1 6.9 10.1 2.5 23.0 5.1 23.8 4.3 14.5 2.9 18. 5 2.0 33.6 5.7 

話砲弾学

試作品

一般輸入

計 12泊 711回 1348市川間 111帥 1
制 *凹 15日4叩 537.5 帥 11.拙"，，001問中田

(QSP) 

南os極p巳観且測1f 66.4 

総 計 1239オ 1
3岨 41

国511 i四 31 |同41間51 1
1拙41 593 21 

注 1) 需品には，輸送役務，賃費借を含むe

2) 銃砲弾ー化学の43牢度分は，武器需品等にふくまれ Cいる。 43，44年産は「日本の安

資料， w防衛庁調達実施本部十年史.ll48ペー出 『調達実施本部の概況，昭和41年度.ll24ベージ，
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調達実績表 〈単位億円)

37[38l39140141142i 4 8 1 4 4  

金額 1% 金額%金額 f % 金 額 税 金 額 1叫 金 額 |叫金額 1匹金額|明

104.0 12.8 209.6 25.4 117.4 13.7 187.4 16.7 173.1 15.9 291. 8 19.0 854.1 39.2 115.5 5.1 

102.4-12.6 105.7 12.8 251. 9 29.9 166.0 14.8 10&.9 9.8 210.0 13.7 187.3 B.6 363.0 16.0 

11. 7 1.4 22.9 2. s: 24.1 2.8 17. 5 1.5 39.1 3.6 41.9 2.7 47.4 2.2 45.6 2.0 

24.413 25.6 3.1 26.0 3.0 28.5 2.5 26.8' 2.9 27.8 1.3 28.3 1.3 27.6 1.2 

12.1 1.5 53 06 6.0 07 1::l. ::l 1.2 

4.8 0.6 5.5 0.7 5.5 0.6 5.' 0.5 

3.7 0.5 3.9 0.5 4.4 0.6 5.5 0.5 

102.1 12 100 122 222 10.7， 94.5. a 102.7. 9.4 102.3 6.7 103.9 4.8 99.7 4.4 

10.1 1.2 10.9 L3 16. 1 1.9 12.0 1.1 10.6 1.0 15.7 1.0 13.7 0.6 17.5 0.81 

78. 7 9.6 90.6 11.0 94.9 11. 1 129.1 11.5 119.6 11.0 137.3 9.0 107.3 4.9 215.3 9.5 

245.6 30.2 224.7 27.3 198 5 23.3 424.9 37.8 259.3 23.8 424.5 27.6 361.8 16.6 1.017.8 5.0 

113.0 14.0 19.0 2.3 18. 5 2.2 3B.9 3.5 64.0 5.7 88.3 5.7 99.0 4.5 109.0 4.8 

92.0 4.1 

32.3 2.1 93.4 4.3 19.5 0.9 

117.6 7.7 103.3 4.7 101. 5 4.5 

四仰i配4.51
'
肋 田4キ∞|山5

〔南極〉 YM偲門主 (FMS)I I(FMS) 

16. 9 1 11.0.4 月 ~I ~9.fil 1. 7 

|凪1.41 1 
886. 91 11，1叫 1 '，卿~ l'臼叫 2，1別 '1 1

2，拙4
全保障J1970版。

42年度は『日米安全保障体制史Jl， 43， 44年度は『日本目安全保障.!l197明正による。
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基礎である軍需品生産能力が，あわせて存在していることである。わが国の海

外への経済的進出が，諸外国において，日本軍国主義の復活として警戒されて

いるのは，理由のないことではない。わが国のばあ い，経済拡張と軍事拡張は，

ともに共通の基盤のうえにたっているからである。

第 1 次防衛力整備計画 (1958~19剖年〕にはじまる軍事力拡充計画.，により，

8) 1951年 9月，サン Yラン γ ス J 講和条約締結後，米国より警察子備隊75，000人を， 1952年度中

に18万人に増員するよう要求してきた。さらに， 1952年 6月には，米軍軍事顧問団長ワトソン少

将が大橋国務大臣あての文書で， 1952午庄中に18万人にすることを要求，将来は却万人程度に増
強する必要があると示唆され，本格的な軍事力拡充へのみちをふみだす乙とになった。兵力増強
0)要求は，朝鮮戦争における米陸軍の大きな犠牲から，米国では. rアシアの紛争は，アジア人
により解決すべきだ」との意見がつよまり， 日本の人的資植を利用することにあった。
1953年10月，日本軍事力拡充についての池日〔自由党政詞会長〉とロ J トソン(米国務次官

補)との会談で，ロハ トソンから， 325，UOU人の兵力提供白要求がだされた。油出自由党政調

会長は. 18万人を主張し， 人数の点では結論がでず，描晶「日本の自衛力を強化する必要があ
るj という点で意見の一致をみ. 10月30日の共同戸明で「日本の防衛計画を樹立するうえに大き
な指針となった]とのぺられていることは， そのどの日米交俸にオ品、て，在日米軍が撤退したば

あい， 日本が必要であろうとみられる兵力として， 日米軍事当局者が協議してだした数字が，陸
348，000ん海30万 l日空33障であることからみても. 30万とL寸数字は，軍事力増強白 1つ

の目標になっていることをしめしている。
軍事力。強化については. r昭和27年瞥察予備隊γサ呆安庁に発展する前桂から，防衛力整備の

ための長期計画を樹立する必要性が生じ，わが園においても独自の立場から研究J(r自衛憶10年
安J，133へーシ〉するため， 1952年 9月，保安庁内に「制庄調査委員会」が設置された。さっそ

しこの委員会は，軍事力拡充計画の立案作業をすすめ， 1953年 5月には，防衛力整備計E第 l
汰案を作品した， おなじく 5月には，軽団連防衛生産委員会もまた，財界案として， 総額2兆

9，000億円にのぼる防桶生産 8カ年計1画を作成している。 6月には「第 l1iz案をきそに，瑚聞を
1954.........58午の 5カ年にくぎった第 2故案が作成Jされ. rそれ以降各種の棄が逐次作成されたが，

1955年 4 月に新長期経済計画と調整のうえ，第10次案のく4)が乍成された。 JC同上~， 134ページ〉
ζ の案では，計画期聞は1955年から1960年の 6;，年とし，兵力量および経費は つぎのとおりで

ある。陸上18万人，海上123，900トソ， 航空1，296機， 経費は陸上721億円， 海上376イ意円， 航空
727億円，その他国億円，合計1，920億円。(向上，13.1ベ タ審照〉。

このように，はやくから軍事力拡充計画が策定されてきたが，戦力保持を杏定した憲法第 9条.

国民の反対な顧慮し，秘官裡にすすめられたg く策定樺関が「制度調査委員会」と名づけられた
のも国民の反対をおそれてである〉しかしながら. 19日年 9月，吉田(自由党).重光(改進党)

両党総裁の会談により. r長期防桶計画p樹立が政治的に確認JC同lc. 1四へージ〉され，軍事

力拡充が明確にされることにより，公然と「長期防衛計画」の樹立にふみきられ，保安隊を自衛
隊にあらため. r直接日時にたいする防樹もその任務」につけくわえられるととになった。この

会談は，わが圏D軍事カ拡充のうえで 1つの転期をしめすものであり. MSA受入れの態勢をつ
くるためりものであった。さきにものベた1953年の池田 ロバ トソソ会談は，吉田 重光によ

る確認事項を，未側につたえるとともに，軍事力強化の具和的問題目協議にほかならなかった。
1954年 3月 8日軍事力噌強を義務づけたMSA協定の調印につづき. 15日には閣議で国防会議の

設置が，さらに8月2日には防衛関悟懇談会由設置が決定され. 8月 5日その第1回懇談会で防
衛計閣の基本方針が庶定された。部 11':防南力整備計画が正式に発表されたのは， 1957年 6月で
あるが，軍事力拡充計画は，実質的にはすでに1952年から策定がすすめられ，既成事実がつみあ

げ bれ℃きた。ちなみに，防衛計画の基本方針が決定されたおなじときに米極東軍司令部は，オ
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自衛隊装備品の国内調達高は年々増加している。(第1表〕このことは，同時に

軍需生産の拡大を意味している。第 1次防衛力整備計画が公表された1958年に

は，調達兵器類の約46%は，米軍からの無償援助によるものであったが，無償

援助はしだいに有償援助にきりかえられるとともに，装備品の圏内生産態勢も，

しだいに整備された。それよりまえ，防衛計画基本方針が決定された1955年に

は，特需による軍需生産から，防衛計画にもとづく「自立拘」軍需生産へと発

展し，第 1次防衛力整備計画が公然と開始された1958年には，特需にくらべ自

衛隊の調達のほうがおおくなり，軍需生産も「安定した市場」をもっとともに，

草需品ω品目も変化し，多機化し，軍需品の圏内生産の基盤が確立された。ま

た，特需による軍需生産再開当初は，銃砲弾の生産が中心であったこともあり，

中小企業の比重がおおきかコたロしかしながら，完成兵器の生産， とく k航空

機， ミ十イノl~など高等の技術をともなう装備品の調達がおお〈なるにしたがい，

生産者もその中心は，中小企業から大企業へとうつり，大資本への集中がすす

んだ。主要軍需牛産関係会社73社の総生産高にたいして，上位 5社(新三菱重工

業， トヨタ自動車， J 11島播磨重工業， 川崎航空機，弓士重工業〕の1962年度の軍需品

生産高は， 47，302百万円，比率 56.3%となっており，さらに上位10社〔上記5社

十三菱日本重工業，三委電機，日本電気，新明和工業，日産ディーゼノレ〕では， 1962年

度の生産高 58，408百万円，比率は実に 69.5%にたっしている。 ζの集中度は，

通産省「産業構造調査報告」の産業機械生産動向による一般民需生産の上位5

社占有率 42.6%，上位10社の占有率 58.9%にくらべp はるかにたかいへ この

傾向は，その後もかわっていなし、。〔第2表)乙のことは，第2次防衛力整備計

画(1962~19同年〉期間中に，軍需生産が三菱重工業など独占資本中心に定着し

たことを意味している。

小スト・ヅ冒 γ(702ミリ ロケット砲〉装備の野砲中隊が先週日本に到着と発表 (8月22日)
した。このことは，核兵器が沖縄のみならず〔沖組には， 7月29日， 280ミり原子砲が配備され
た〉日本本土にももちこまれたことをしめしており，その挫の軍事力拡戎克十画におおきな影響を
もたえた。

静A戒握興協会経団連防構生産委員会「防衛機器産業の実態JC昭和10午 7月)， 76ヘ ジ。
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〔第2表〕生産高集中度 〔単位 100万円)

1拙年度 | 1966年度

上位5社生産品計 (叫 47，302 58，512 

上位10社生産高計(同 58，408 76，531 

軍需5部門生産高 [i剖9626年年度度8723社社J(，。 105，710 111，704 

CjA. % 56.3 52.38 

CjB・% 69.5 68.51 

注 目;2年度D数字は，機械振興協会，経団連防高生産蚕員会「防衛機器産業の実態」
昭和4C年7月.76ヘ ク.19田年度の数字は防宿機器産業実態調査委員会「防衛機器
産業実態調査」昭和43年7月， 12ベ ジによる。

1962年には，自衛隊装備の園内調達を可能とする軍需生産の量産体制が，独

占資本を中心にして確立され，自律的なものになった。量産体制の安定した稼

動を保証するため，装備類の一括長期発注制度が実施にうつされ，計画的生産

のための条件がつ〈られた。また，このような量産体制の確立にもとづき，軍

事技術の研究・開発も，防衛庁技術研究本部と兵器生産独占資本との共同によ

る「自主」開発=園内調達にEる「自主」装備の本格的段階にはいった。

1967年にはじまる第 3次防衛力整備計画をまえにして，独占資本は，最近

にお円るわが国工業技術水準の受入れ能力からみて，所要装備の国産化は『当

然の帰結』であり JI0:う防衛カ整備計画の決定にあたっては「初度投資に要する

費用にのみもとづいて，国産あるいは輸入という意志決定がおこなわれてはな

らない」日とし一致団結して，装備圏産化の重要性を，政府当局に訴」悶え

たのである。これは， 1960年代強行きれた設備投資の結果Eしての過剰生産設

備のはけ口を，軍需生産にもとめようとする独占資本の要求にほかならない。

独占資本の「一致団結」した要求にこたえ，第2次防衛力整備計画の最終年

10) 経団連 防衛生産委員会「第3杭防南力整情計画にかんする要望意見J (1966年2月21日〉。
(，防衛生産委員会特報JNo. 103)0 

11) 同上。

12) 1966年3月10日，防衛装備国産化懇談合〈船田中会長〉第四回総会で決定み (1防衛生産委員
会特報JNo目的。
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度軍事予算では陸海空の各幕僚幹部とも，年次計画での所要装備は，若干

の例外をのぞき， 国産化を建前としての計画がつらぬかれ」町る乙とになり，

「第 3次防衛力整備計画では，防衛装備で国産化できるものはできるだけ国産

し， 国内防衛産業の育成をはかっていく方針」叫が決定された。 乙のことは，

第 2次防衛力整備計画期間中に，軍需生産は「防衛庁調達の本格化にともない，

自主的基盤の確立へと大きく前進」町し，米軍供与による装備を， i国産」装備

により更新することのできる軍需生産態勢がととのったことを意味している。

このようにして装備の l国産化」は i長い目立みた国家予算の効率的使用お

よびわが国工業技術水準の向上発展という，貴重な波及効果からも，国全体と

して推進すべ雪重要因策」閣となり， 第 3 次防衛力整備計画 (1967~1971年〕の

はじまる1967年を起点として，装備類の「国産化J(電子機罪類，ジェット・エン

ジン，航空機，ロケ γ1用合金類など高度な技術は， 外困，主として米国技術の導入に

よるものであり，国産化といっても，国内生産Eいう意味で， 技術上回外国への依存度

はたかい〉を軸に， 独占資本を中心にした軍需生産の計画的整備・強化がはじ

まる。すなわち， 1970年代 4 次防~5次防一ーにそなえ 3 次防期間中に

は，航空機， ミサイノレ，電子機器類など，近代的装備の充実に必要な軍需生産

部門を中心に，投資がおこなわれ，利潤取得の重要源泉となるよう，また工業

力がただちに軍事力に転化しうるよう，軍需生産の再編成がすすめられた。蒲

谷防衛庁装備局長は，つぎのようにのべている。 i日本の高度な工業力をいつ

でも軍事力に転化することができるよう，軍需生産の技術開発，維持につとめ

ることが重要である。この意味から，研究開発投資には，今後大いに力をいれ

たい。J17)

事実，研究開発費は 3次防では，総額の1.8%(490億円〕であったが 4次

13) i防衛生産委員会特報JNo. 1030 

14) 同上， No. 1080 

15) i防衛機器産業実態調査j(昭和43年7月)， 7ベーえ
16) 1967年2月20日，兵器生直閣部6団体と増田防衛庁長官との懇談会における岡崎桂団連関衛生

産委員会委員長の要望固 (i防衛生産委員会特報JNo. 108)。
17) i京都新聞J1同9年 8月4日付。
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防 (r中曽根原案J)では3.3%(1，7ω億円〕となれ 4次防は金額にして 3次防の

3.5倍となっている。 1項目当り最大開発費は 2次防では 50億円であったが，

3 次防では100億円と倍増し 4 次防では250~350億円となり， 3次防の 2.51""-.J

3.5倍と急増している問。また，試作，委託 1件当り平均経費も急速に増大し，

2次防では， その最終年度に試作 1件当り 6，1ω万円であったが 3次防最

終年度には約3倍の18，760万円，委託費は 1件当り， 1，740万円が 13，420万円と

約 8倍になっている。(第3表参照〕開発規模の大型化にともない，今後この傾

〔第3表〕 試作，委託1件当り平均経費 〔単位 100万円〕

調一」 |! 第 2次防期間 l| 第 8次防期問

1叫蜘 1蜘叫 1附附叫 1剖 911970|1971

試作 110.5117.9 山 26.2山 161.61 73.7 11回 51102911臼 61i肝
委託 1 2.8 1 2.4 1 10.4出 24.41η41削 79.51創刊田11134.2 

出所 「国防」昭和46年11月号， 105ページ。

向は，ますますつよまるであろう。

装備の開発および生産を，原則として自国産業に限定し，緊急時には，一般

工業力をただちに軍需生産に顕在化しうるようにするという，防衛庁の「装備

の生産および開発に関する方金一J(197日年 7月18日〉は， すでに幼年期を脱した

わが国の軍需生産を，沖縄施政権返還の代償としての軍事力の肩がわりにより，

「わが国の防衛体制が， 新たな局面に突入JJ9) したとの認識にもとづく独占資

本を基軸として，再編・強化をはかろうとするものである。

以上のように，戦後わが国の軍需生産は，朝鮮戦争による特需を契機として

再開されていらい，政府の育成政策のもとに，一貫して整備・強化されてきた。

「高度成長」をささえてきた鉄鋼，自動車，家庭電機，合成繊維，石油化学な

18) 松井宗明，研究開発20年の歩みと今後四課E耳 「国防」昭和46年11月号.， 101ページ。
4故防では PX-L (対潜哨戒構)の開発費35C億円， HX(次期ム、リコプタ ) 220rv回 0自主門，

SSM (艦対艦ミ+イル)150億円，電子機器由開発300億円が予定されてし、る。
19) r防衛生産委員会特報JNo. 125-0 
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どの主要部門は，過度の設備投資の結果，供給力過剰が顕在化してきた今日，

軍需産業は，安定した利潤源のみならず，過剰生産設備の 軍 需 生 産 へ の 振 替 え

による「不況期の安全弁 」 と し て ， 政 治 的 に は i自主防衛体制」の強化の物

的基礎として，国民経済のなかでしめる役割が増大してきている。

お おくのひとはいう，わが国の軍需生産が，工業生産にしめる比率は，わず

〔第4表 AJ 工業生産にしめる軍需生産の比率 〔単位 1田万円)

年 度 |防衛庁国内調達馴| 特需額(同
|由|一|品

94，，21330 3〕 25，869 |ω|同訓〔日7

119，775 
8，922 | 山町 22，714，0加 I0.6 (93，055) 

151，，519493 〕
(111 9，848 161，041 26，637，942 

126，430 
15，269 141，699 28，182，683 0.5 (136ヌ06)

(112389，，13459 1〉 19，419 147，568 32，638，807 

〔118555，，927999〕 17，004 172，303 

(1Z5452，，44764 4〉 15，315 170，789 43，228，973 I 0.4 

(218701，，24862 4〉 18，548 200，030 51，892，735 I 0.4 

注 I防構庁国内調達額」は， I装備品等調達契約額調査」の1969年産結果による。ただし
「航空機」および「武器ー弾薬」の調達については 通商産業大臣官房調査統計部編「昭
和昨機肺結博報」の麿年の数字によるものとし，調達契拘は，カッコで付記した。

2 特需額」は，通商産業省貿易振興品輸出業務課編「特需調査Jより 1%9年契約額を集
計した。ただし， I航空機」については， I昭和44年度機械統計年報」の暦年の数字による.

3 ，工業生産額は， 通商産業大臣官房調査統言村部編「昭和44年工業戒計速報」 より推計
した従業員 20人以上申事業所については暦年叩散宇である。 ただし， I航空機」および
「武器弾薬」については， ，昭和品年機械統計年報」の「右炭」についてはz 通商産業

大臣官房調査統計部編「昭和44年本邦鉱業の趨勢」の暦年の数字に主る。
4 196~年度は速報値により推計した，

I工業生宜額jは，調査方法の変革により， 1968年度から従業員30人以上の事業所につ
いて叩数中になったため それ以前〈従業員10人以上の事業所〉とはベースがことなる。
ただし比率については陪とんど影響はない.

〔よ <tU用される数字として，こ甲車は， ，日本0安全保障J1971年版.'2叫ぺージによった]
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かに0.4~O.6% (第4表A).機械工業の生産にLめる比率は 2%前後にすぎない。

(第4表B) また，防衛関係費の国民総生産にしめる比率も 8%前後にすぎない。

(第5表〉したがって，軍事費や軍需生産の国民経済にあたえる否定的影響は，

〔第4表-Bl 第 2次防期間中の防衛5部門生産高と機械工業生産高 (単位 1田万円〉

ー項一目~一一~一年一一度一↓1 計

防衛5部門生産剛)1 85.2891 99吋 1仰 π| 即封印04 485，331 

機械工業生産高倒|い4ω叩，3釘m7 2D目1 I 

AfB・%_1 1.9~ 1 2~ 1 1.92 1 1.43 1 1臼 1.76

注ー 1 機械工業生産高は，通商産業大臣官房調査統計部「機械統計年報」および， r同月報」
による。

2 防揖5部門とは，武器，車両，航空機，艦船，電子機器の5由』門をいう.
tこの表は，防桶機器産業実態調査蚕員会「防衛機器産業実態調査j昭和43年7月， 8ベ ジ]

ほとんどない1:0 逆に，軍需生産の経済的刺激効果，軍事技術の民需部門へ

の波及効果が強調され，軍需生産の拡大，軍事技術開発の必要が，公然と主張

されている。このことは，軍需生産の必要が，政治的・軍事的要請によってだ

けではなく，資本関係の再生産において，それ白体四存在の必要を主張するに

いたったことをしめし℃いる。

さきにものべたように，軍需生産は，独占資本町手に集中され，兵器生産の

ための高度な軍事技術もまた独占資本の手中にある。軍需生産を媒介として，

産軍複合体形成がすすみ，対内的には，独占資本の政治的・経済的支配の強化，

対外的には自主防衛カ」の増強を背景にした海外進出への危険性が急速に

増大しつつある。

IJ 

寧事力(軍事要員十兵器+軍事技術)=軍隊は，国家権力の中枢であり，暴力装

置の中心である。この軍事力の物質的基礎は軍需生産である。軍事力=軍隊を

維持L，拡大するのは，戦争にそなえ，戦争を量生行するためである。軍需生産
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〔第 5表〕 国民総生産にしめる防衛関係費(予算〕の比率 (単位億円〉

年度| 国民総生産 防衛関係費 D/A ・% | 各防防衛衛関計係画別費
19日日 39，467 1，313 3.33 

1951 54，368 1，266 2.33 

1952 62.368 1，826 2.93 

1953 73，437 1，255 1.71 

1954 78，347 1，350 1.72 

1955 87，85日 1.349 1.54 

1956 98，924 1，429 1.44 

1957 112，065 1，436 1.28 

1958 115，182 1，484 1.29 

次防
1959 133，772 1，557 1.16 

1960 160，469 1，600 1.00 

I 1拙 i 193，077 1，835 0.95 

1962 211，897 2，138 1.01 

1963 247，262 2，475 1.00 

次 1964 284，071 2，808 0.99 

防
1965 313，448 3、054 0.97 

1966 366，614 3，451 0.94 

1967 118，015 3，870_ 0.86 

1968 527，882 4，218 0.80 

次 1969 624，333 4，949 0.79 

防
1970 732，100 5，904 0.81 

1971 843，200 6，705 0.80 

注本妻は「日本の安全保障J1968牢版， 354ページ，および1970年版237へ νによる。

能力は，一国の生産の直接的結果と生産カの発展水準によって左右される。戦

争遂行に必要な装備その他の資材は，軍需生産によって保障される。同時に，

生産力の発展水準，技術の発展水準は，軍隊の装備，組織形態(構成，編成).

戦争の種類J戦争遂行の方法・形態に影響をおよぼす。生産発展における変化

は，技術を媒介として，戦争遂行の方法に影響をあたえる町。

20) 軍事技術，兵器り進歩により，軍隊の編成，戦闘の方法・形跡ま変化する B 弓 矢から小銃，
構関銃など銃砲火薬の発風戦車，航空機の出現，さらには皆兵器， ミサイルなどの出現が，
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戦争は，国家が，ある政治的目的を，力により達成するために，おこなわれ

る。戦争は，武力という手段による，ある一定の階級の政治の延長であり，継

続である。また，政治は，経済の集中的表現である。したがって武力という手

段により達成しようとする政治的目的は，つまる乙乙ろ，国家の支配階級の経

済的利益により規定される。政治の也格と方向は，終局的には，ある一定の経

済社会の発展法則により規定されるロ

戦争は，ある一定の階級〔国家権力を掌握している支配階級〕の政策と結合した

社会的歴史的現象であり，階級支配の必然的結果である。戦争は，政治，経

済，文化，道徳の水準を集中的に表現する複雑な社会現象である。したがって

社会現象としての戦争の本質，その性格は，基本的には，その社会経済制度に

よって規定される。なぜなら，あらゆる社会現象の基礎にあるものは，財貨の

生産様式だからである。

国家独内資本ギ義のもとでは，政治的・経済的諸機構における人的結合，経

済的諸機能(財政・金融機能)を媒介として，不可分の単一機構を形成する独占

資本と国家との癒着を特徴とする。全般的危機のもとで，資本主義体制を維持

し，補強するため，独占資本は，積極的に国家機構，国家機能を利用し，その

経済的・政治的力を強めようとする。帝国主義諸国家の競争のもとで，独占資

本の経済的立場，政治的力の強化は，必然的に軍事力の強化とその利用へとみ

ちびく。

第 2次世界大戦末期に出現した核兵器にみられるように，兵器類の破壊力の

こ白こどをしめしている。兵器の優劣は，しばしば戦闘の勝敗を左右する。しかし「物質的な威
力ば，必ずしも戦闘の勝敗にほ直接の関揺がない。兵器の威力左は，ぞの兵器固有の力であって，
この力が敵に作用し，効果となってあらわれて，はじめて意義をもっJ (平野公作「新戦術五
十講J212ペーシ〉ものだからであるυ 物質的馳力兵器の威力は， その用法によりその劫果は
ことなる。またその効果は自然的条件によっても左右される。重要なことは，物質的戦力はそれ
を使用する主体の精神力・意識と結合して，は巴めて物質的勝:力のもつ威力を最高置に韮揮する
ことができるロすなわち，近代的兵器により装備された軍隊が，必ずLも最強であるとは隈らな
いのは このためでら五 「軍隊の編成や戦闘法の全体， し玄がってまた勝世は，物質的な.つ
まり経済的な諸条件に，すなわち，人的材料と兵器材料に，したがづて住民の質および量と技術
止にz依存しているoJ (エソゲルス「反デ t リソグ論Jo邦訳「マルクスコエンゲノレス全集]
第四巻， 177ベージヲ近代的『器だけが， 勝敗を決するものでないことは， インドシナにおける
戦争が証明している。
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強化，兵器および兵器体系の複雑化，軍需物資の多様化，軍事技術の高度化，

多様化にともない，軍事力は，ますます経済的諸条件への依存が増大する。

独占資本主義と経済の軍事化，政治上の軍事化は，不可分の関係にある。軍

事化は，帝国主義の段階に発展した資本主義の産物である。軍事力の経済への

依存度が深まるとともに，独占資本主義のもとでの生産力の増強は，それに比

倒して経済の軍事化を促進し，国家独占資本主義は，さらに政治上の軍事化を

ともない，軍事的国家独占資本主義となり，軍事優先の軍国主義的政策を一般

化するようになる。軍国主義は，帝国主義段階以前にも存在する。しかし，帝

国主義の段階，独占資本主義の時期には，暴力装置(軍隊その他〕の強大化にと

もなし、軍国主義は未曽有0規模にたっし，社会生活のあらゆる分野に浸透す

る。第2次大戦後。アメリカは，この典型の 1つである。

帝国主義段階の軍国主義は，帝国主義以前の軍国主義にくらべ，いくつかの

特徴をもっている。重要な特徴の 1つは，必然的に経済の軍事化をともなうこ

とであるn き舎にものべたように，独占資本主義の時期には，生産の発展，技

術進歩のもとで，とくに全般的危機の段階では，資本主義体制jの経済的・政治

的弱体化を補強しようとして，独占資本は，軍事力を拡大・強化する。第2次

大戦後，アメリカ帝国主義が，みずからを「世界の憲兵Jとして，軍事力を拡

大・強化し，それを背景として支配〔経済的支配)を実現しようとしたことは，

社会主義国が複数になり 1つの体制となることにより全般的危機の第2段階

にはいったといわれる戦後期における，アメリカ独占資本の運動法則の具現で

ある。

軍事力の強化・拡大の可能性は，生産力の発展，科学・技術の発展におうじ

て増大する。したがって，独占資本主義の段階における経済の発展は，同時に

軍事的港在力の強化でもある。独占資本主義のもとで，重化学工業の発展，産

業構造四重化学工業化が，潜在的軍事力の強化となるのは，このためである。

経済の軍事化が，独占資本主義の特徴であるという ζ とは，たんに戦時にみ

られる現象ではなし比較的平時の状態においても進行する。つねに最大限の
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物的資源，人的資源の動員を必要とする近代的軍事カの確保と軍事組織の維持

は，国の経済体制のみならず，政治制度，社会制度，文化・教育制度と密接な

関連をもたざるをえない。したがって，経済の軍事化のみならず，経済の軍事

化を軸とし，国家の諸機能をつうじ，国民生活全体が軍事的軌道にのせられ，

軍国主義が強化されるのである。

111 

軍事力の物的基礎である軍需生産は，過去においては，戦時遂行過程と併行

して，現実の役割をはたしてきた。帝国主議=独占資本主義の段階では，戦争

の有無にかかわらず戦争抑止」の名のもとに，戦争準備のため，恒常的に，

特別の役割を演じ，資本主義経済の不可欠の構成部分となる。

戦争の経済的準備のため，軍事力を拡大・強化するには，社会的総生産物の

一定部分士，軍需品として，生産し，充当しなければならない。軍需品は.再

生産過程から離脱する。したがって，軍需品の生産には，おのずから一定の限

度がある。もl-，一定の限度をこえれば再生産にマイナスの影響をあたえ，軍

事力増強の基盤すら破壊することになるからである。その限度は，一般的には，

社会的総生産物の大きさ，蓄積と消費との関係によって規定される。社会的総

生J産物の大きさが一定とすれば，軍事的目的にむけられる生産物は，蓄積と消

費にむけられる部分の大小により，左右される。蓄積にむけられる部分が小と

なれば，当然民需部門への投資が減少し，生産と生産能力に否定的な影響をあ

たえ，労働力の再生産を破壊することになる。また，生産手段の補填部分まで，

軍需生産にむけられることになれば，単純再生産すら保障されなくなる。

資本主義のもとで生産される生産物は，商品であり，交換のために生産され

る生産物である。資本主義のもとでは，兵器その他の軍需品も，商品として生

産される。現在，資本主義諸国では，軍需品は，ほとんどすべ ζが私的企業に

おいて生産されている。また，完成兵器その他完成軍需品の生産が国営の工場

(軍工撤など〕でおζなわれているばあいでも， その生産に必要な，機械，設備，
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原材料，燃料，部品などは民間企業で生産されているのがふつうである。

軍需品の生産は i未知の，自由な市場をめあてJとしておこなわれるので

はなし 「国庫の注文によってil
) おこなわれるのがふつうである。資本家に

とっては， 品目，生産数量，価格などは，事前に決定される ï~特異な取ヲ I~

による利潤取得」叫の方法である。 このことは，軍需生産が， 市場関係とは無

関係で，競争中無政府性を排除することを意味するものではない。

軍需品は，商品であるかぎり，価値，使用価値をもっ。 Lかしながら，軍需

品は，他の生産物とはことなる性格と特徴をもっている。なによりもまず，軍

需品は，人聞殺害と岐壊という，他の生産物とはことなった使産に供せられる，

殺害手段，破壊手段である。

軍需品の種類は多種多様であり，銃砲などのように，直接人間殺傷を目的と

する手段以外に 軍用電子ー通信機器など，それ自体直接殺傷を目的と Lない

手段もふくまれる。こんにも，個々の軍需品は 1つの兵器体系として，結合

され，複合体を形成している。ミサイル兵器など，電子機器な〈しては，その

目的を達成することはで雪ないn 現代の航空機，艦艇もその例外ではない。電

子・通信機器など個々の軍需品をとりあげれば，それ自体としては，直接的な

殺害手段，破壊手段ではないが，兵器体系の一環として，重要な構成部分とな

勺、ている。

軍需品は，また，社会的労働の対象物である。一般に生産物の社会的必要性

は，市場での売買の過程であらわれる。しかしながら i国庫の注文」により

生産される軍需品の社会的必要性は i自由な市場」においてあらわれるので

はなしすでに生産過程であらわれ，また，政府の発注による私的企業での生

産という，政府と私的企業の関係は，しばしば軍需品の価格の価値からの離反，

価値をはるかにうわまわる価格の決定を可能にする。 i国庫の注文」によって，

軍需品の生産は，国家の保護，育成のもとでおこなわれる。そして，軍需生産

21) JleHHH， Co吃， ll3，瓦 4-e，T. 25， CTp. 51. 
22) T a.M :JfCe，口'p.52
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は，独占資本にとっては，資本投下の有利な対象であり，独占利潤の取得を保

障きれた生産部門である。ここに，産軍複合体をうみだす必然性が存在する。

IV 

つぎに，社会的再生産における軍需生産の役割と影響についてみてみよう。

軍事的消費にむけられ，軍事的使途に供せられる物資(軍事力白物的手段を構

成する最終軍需品 兵器そり他の装備類，軍事要員のための食糧， 被服燃料類など〕

の生産と生産的消費および個人的消費にむけられる財貨の生産とは，社会的生

産の機能的役割の点でことなっている。また，生産物の現物形態もことなっ℃

いる。 1-かしながら，軍需品の生産とその他の財貨の生産は，不可分の関係に

ある。

まず第 1に，最終軍需品の生産は，生産手段生産部門 鉄鋼業，金属工業，

機械工業，化学工業，電子工業など重化学工業 の発展水準に依存している。

最終軍需品を生産するには，なによりもまず，軍需品を生産するための生産手

段(機械，設備，原材料，燃料その他〕が必要である。広い意味での軍需品には，

最終軍需品を生産するために使用される生産手段もふ〈まれる。

軍需品は，個人的消費にむけられるものでもなく，労働力の再生産に役立つ

ものでもない。このような軍需品の生産は，社会の進歩・発展に必要な財貨の

生産に寄与するものでないことは，いうまでもない。にもかかわらず，資本主

義のもとでは，資本の権力を維持し，社会的資本の再生産，資本主義的生産関

係の再生産を保障する暴力的諸手段を生産するという点で，資本主義生産にと

っては，重要な，不可欠な構成部分となっている。

このような特殊な物資を生産する軍需生産ほ，社会的再生産のなかもどの

ように位置づけられなければならないか。

この問題については，マノレタスの再生産論における 2部門分割と関連し，い

くつかり見解がみられるへ

;3) わが圃白諸見解につい亡は，守屋典郎「恐慌と軍事担済J1953年. 190-196ベ ジ参照ら
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1つは 12部門分割の絶対的妥当性のもとに社会的再生産における軍需産

業を考察JU)ずる立場である。 すなわち「社会的総資本の再生産における z部

門分割の絶対性は，軍需生産が盛行するばあいも同じ」却であり， 1総過程を要

約するに。 (1)生活必要品の系統。 (2)著修品の系統。 (3)軍需品の系統。以上の 3

系統は，それぞれの対応点を基準として交錯するが，その総括は 2部門分割

の絶対的妥当性として示される。軍需品生産の過程は 2部門分割を基礎とす

る総過程に合流するところの 1構成要素に外ならぬ。」酌という 2部門分割を絶

対的なものとする見解である。

2部門分割の 1派生部門としての軍需産業が rし、かなる部門の派生部門で

あるかは，社会的総資本の再生産の立場から決定されねばならない。 ζの立場

から見るとき，軍需産業の生産物の価値および質料の填補は，vお土びm <v 1 

部が，担税なる媒介形態をへて，いかに代置されるかが当面の対象2こなり L

たがって軍需生産物は，社会的所得の，国家を媒介とした消費として，第E部

門に所属する。

この消費における軍需生産物の特徴は， 本来の第E部門の収入が現物で (i立

natura)個人によって消費され， 第 I部門の収入はまた現物では消費されず，

第E部門の資本と交換に，ただ価値のみが消費されるのにたいして，軍需産業

の収入は国家の媒介において価値のみが消費され，現物は経済の循環外にでて，

やがて，空中に消散するところにある。この点は不変資本についても同様で，

第 I部門の不変資本は現物で消費されるのに，軍需産業の不変資本は，国家の

媒介で，第 I部門の収入の 1部が転化するのである。これは軍需産業が非再生

産的産業であるために生ずる特殊な性格のためで，そのことは軍需産業の実現

に特殊の体様をとらせるが 2部門分割における第E部門の派生部門たる地位

を変えるものではない。」町

24) 同上~ 191へージ.
25) 同上， 191ペ丸

26) 山回盛太郎「再生産過程表式分析序論J昭和お年， 139ベ ン。

27) 守屋，前掲書， 191-192ヘジ。
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2部門分割の絶対的妥当性のもとに，軍需生産は第E部門に所属する，とい

う見解にたいし，特別の第E部門として，別個に分割することが必要だとする

見解がある。

たとえば，ストノレ一ミリ γによれば，マノレク λの再生産表式は，おおくの現

実の条件を捨象したものである。戦争という条件のもとでは，軍需生産部門が

決定的な役割を演じる。したがって，軍事経済の発展しつつある今日，再生産

理論から軍事経済を捨象することはできない。破壊・殺傷手段である軍需品は，

他の生産物とは，その経済的性格，使命，役割の点で，再生産過程において，

第1，第E部門の生産物と同一視することはできない。以上の理由から，スト

ノレ一ミリンは，とのような特別の生産物の生崖の，再牛産過程における意義を

あきらかにするためには，第 1，第E部門とならんで，独立した別個の第E部

門として分割することが必要である，とのべているmL

ストノレーミリンなどにみられる 3部門分割説は，再生産論の抽象性を無視し，

現実の問題と混同したことから〈る帰結といえよう 3部門分割説は 2部門

分割の原則を破壊するととになる。

さきにものべたように軍需品は，現物形態においては，生産手段と最終軍需

品の 2つの部分にわけられる。軍需.品の生産は，最終軍需品を生産するための

生産手段の生産と最終軍需品の生産，すなわち，社会的生産の第 I部門と第E

部門の両部にかかわりをもっG

2部門分割の絶対的妥当性のもとに，軍需生産を，第 I部門と第E部門の両

部門にふくめ，再生産の条件をあきらかにした例をみてみよう問。

軍需生産を 2部門分割のもとで，軍需品の実現の影響をあきらかにするた

め，第 1，第E両部門に軍需生産を所属させたばあい，単純再生産のもとでの

28) CTpyMHJlHH， Co弘 T.4， crp. 82. CM ‘BonpOCbI 9KOHOMHKH "， NO. 11， 1954 
29) グロ}モフの冊成による。 rpOMOBJT. M.， 8Jl即日間 M即附ap回叫削副OHOMHKH 田 80叩 w

旧BO，ll;ctBO 0611おCTBeHHoro KanHTaJla 11 HaU;HOHaJlbH旧敵ぇOXO，ll;， B KIUII'C no，n;，. pC，!I，aKI..UICfi Co 

I<OJJOBa n. B.， BoeflHo-z必OHO.MU吃eClCue60npOCbi 8 Ky pce nOAUm8K.OHO.MUU， 1968. CTp. 70-
92 
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社会的生産物の構造は，つぎのようになる。[Ibは，第I部門の軍需生産部分，

IIbは，第E部門の軍需生産の部分をあらわす〕

(Ia 4000c十1000v+10口om= 6000寸

第 I 部門~ _ • . 1-7200 
lIb 800c+ 200v十 200m=12日OJ

(IIa 2000c十500v+ 500m = 3000， 
第E部門i_.. .. 1-3600 

l IIb 400c十lOOv+ 100m二 600J

(1) Iaの 4000cと Ibの 800cは， それぞれ Iaおよび Ibで使われた生

産千段の補填にむけられる。

(2) Ia(1000'V十1000m)とおく200v+200仰のは IIaと IIbで使われた生産

手段の補墳にむけられる。

(3) 以上のようにし，第I部門 a，bの生産物の実現の結果，第1，第E両

部門の不変資本は現物および価値の点で回復される。

IIbの生産物 (400c+100ψ十100m)は，労働者および資本家から，税金の形

で徴収した資金 (60日〕により国家が購入する。このぱあい600は，第 1，第E

両部門のマ十加の合計 3600の16.6%になる。

IIaの生産物 (2000c+ 500v + 50伽ゅは，労働者(賃金〕と資本家〔剰余価値)

により購入される。

しかしながら，賃金と剰余価値から，国家は， 600を税金の形で徴収したの

で IIaの生産物を購入するため， 労働者と資本家のて色とにあるのは，Ia 

(100Ov+ 100m) +Ib(200v+200m) +IIa (50Ov十500m)+ IIb (100v十100m)-

6日正すなわち， 1500v十1500mである。 これは IIa(2000c+500v+500m)に

ひとしい。

この乙とから，単純再生産のもとでの生産物の実現過程は，つぎのようにな

る。(次頁の表式参照〉

2部門をそれぞれ a，bに分割したばあいの単純再生産のもとでの実現条件

は，つぎのとおりである。

(1) Ia(v+叩 )=Ib(v十郎)=IIac+ IIbc 
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1 a 4000c十1000v+1000111・ Ib 800c+20Qc+20Qm 

必

n a 2000c 十 500~1+500m ・ n b 400c十1QQ咽+100m 
、一~

ず166 

834 600 

(2) IaCc十u十m)十Ib(c+v+m)=Iac十Ibc十I1ac十I1bc

(3) IIa(c十u十叫)=CIa(v+m) + Ib(v十叫〉十I1a(v+m)+ IIb(v十加わ

-IIb(α+v十刑〉

(3)からあきらかなことは， IIa (第E部門D民需生産物〕は，最終軍需品の価値

だけ，労働者と資本家の所得総額より少ないということである。

つぎに，拡大再生産のばあいをみてみよう o

〔第 1年度〕

r Ia 4000c+1000v+10OOm寸

第 I部門 1-8800
lIb 2000c+ 400v+ 400描」

r IIa 1500c十750v十750m寸

第 E部門 I__. . _ _ 1-3700 
l IIb 500c十100v十100m.J

両部の a.bともに資本蓄積がおこなわれるばあい，第 1年度のおわりには，

つぎのようになる。

r Ia (4'ωOc+400nu;)十(1000υ+10伽-w)+500m
i第 I部門{

lIb (2000c十250mc)ト(40Qv.150mv).1 100m 

r IIa (l50Oc+100mc)+(750v+50mv)+600m 
第E部門i

l IIb (50Oc+5肋nc)+ (100り+1伽匁む)+40m

(mc， mvは，追加不変資本，可変資本に転化された m 部分〕
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(1) Ia 4000c+ Ib 2000cは，第 I部門の生産手段の補填にむけられる。第

I部門の剰余価値の 1部分は，第 I部門 a，bの不変資本の拡大にむけられる

(Ia 4帥町十Ib250，配)0 Ia(1000v+500m)とIb(ωOv十100m)は，第E部門

の生産手段(IIa15日目c十IIb500c)の補填にむけられる。第 I部門の剰余価値の

1部分は，第E部門a，bの不変資本の拡大にむけられる (Ia100mv+Ib 50mv)。

ζのようにして，第1，第E両部門の不変資本の補填と拡大が実現される。

(2) 第H部門の生産物の実現は，つぎのようおこなわれる。

IIbの生産物 (500c+lOOv十10白n)は，労働者および資本家から，税金の形

で徴収した資金 (700)により国家が購入する。このばあい700は，第 1，第E

両部門の v-Im の合計 45C日の 15.6%になる。

IIaの生産物 (1500c+ 750v + 750m)は，両部門の労働者により購入される

(このぼあい税金の分は控除される〉。すなわち，C(Ia 1000v+ Ib 400v十IIa750v 

+IIb 10日v)-350Jニ 1900

追加可変資本として支出きれなければならない両部門の別部分および資本

家の個人的消費(税金D分は控除〕のために購入される分は，つぎのようになる。

すなわち，(Ia 10ωnv+500m十Ib50"四+100m十IIa50mv十600m+IIb 10mv 

+40m)-350=1100。

乙のことから，拡大再生産のもとでの生産物の実現過程は，つぎのようになる。

Ia(40凹c+400mc)+(100aψ+lOOmv)寸5QQm+Ib(2000c十250mc)十 (400"，十50mv)+100m

虐=
425 

百百

」了ー〕 ¥ 0 」 γ)

田¥/
この上うにして第 2年度には，つぎのようになる。
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(Ia 4400c十110Ov+1100m寸
第 I部門i_ _ 1-9750 

'Ib 2250c十 450v+450m~ 

(IIa 1600c+自OOv十800ntl
第E部門i__ _ 1-3970 ， IIb 550c+ 1l0v+ 110mo 

軍需生産が存在し，拡大している拡大再生産のもとでの実現条件はつぎのと

おりとなる。 (Jは，蓄積の結果，不変資本と可変資本の増大をしめす〕

(1) la(v+刑 )+Ib(v十四)>IIac+IIbc

あるいは

la(v+m) 1 Ib(v I m) ~lIac IdIac 1 JII品、卜IIbc十dIbc十dIIbc

(2) Ia(c+v+m)+Ib(c+v+岬 )>Iac+Ibc十!Iα，，+IIbc

あるいは

Ia(c十U十刑)+Ib(c+v十m)~Iac+ dlac+ Ibc+ dlbc+ IIac+ dIIac 

+ 11 bc+ JII bc 

(3) IIa(c+り+m)<Ia(v十m)+Ib(v+m) + IIa(v+m)+ IIb(v+m) 

あるいは'

IIa(c十v+m)~ Cla(v+m) + Ib(v+m)+ !Ia(v十m)十IIb(v十刑)J

ー[.:11ac +.:11 bc十.:IIIac+dIIbc+IIb(c+v+明 )J

(3)は，最終消費民需生産物は，最終軍需品にむけられる生産物の価値および

不変資本の蓄積の大きさだけ，労働者と資本家の総所得よりす〈ないことをし

めしている。

このことは，軍需生産が拡大するにつれて，資本主義再生産の才盾が拡大す

ることをあらわしている。軍事技術の発展のもとで，軍需生虚は，あらゆる部

門とかかわりをもつようになり，部門間，企業聞の複雑な相互関係をもたらし，

生産の社会的性格と占有の私的形態のあいだの矛盾をいっそうふかめる。この

ζ とは，軍需生産の再生産過程における位置づιT，国民経済の発展に式こいする

影響が，複雑であることをしめしている。この問題については，あらためてふ

れることにしたい。


